
別紙１－１－５

施　　設　　整　　備　　事　　業　　計　　画　　書

計画年度

補助年度 補助金額 補助面積

有 年度 千円

年度 千円 （ ㎡）

無 年度 千円

年度 千円 （ ㎡）

（注）

１．整備事業計画等の概要

整 備 事 業 期 間 全　　　体　　　事　　　業 交付対象部門に係る当該年度予定事業

㎡ ㎡ ㎡

造 造 造

人 人 人

（ ㎡ ） × （ 円 ） × ＝ （ 千円 ）

（注）

延 面 積

完 成 後

学　　　　　　生　　　　　　定　　　　　　員

現状 定員増加数 完成後

延 面 積 延 面 積

整 備 計 画

構 造

0

（基準面積：実整備面積と交付要綱の基準面積とを比較して低い方の面積）

・養成課程欄には、看護師3年全日制等の記載とすること。

現　　　　　　　　　　状

交 付 額

（基準面積） （実単価と交付要綱の基準単価を比較して低い方の額）

単価 0.50

講 習 会 定 員

年度

構 造 の 種 類
及 び 延 面 積

建築年度及び構造 構 造

着工　平成　　年　　月　～　竣工　平成　　年　　月 着工　平成　　年　　月　～　竣工　平成　　年　　月

校　　　舎

補助の有無

所　　　　　在　　　　　地 寄 宿 舎

・新設の法人の場合は、法人設立の認可状況を説明した資料を添付すること。
・｢設置主体｣欄については､｢社会福祉法人｣｢学校法人｣｢財団法人｣｢医療法人｣等の区分､｢設置者名｣欄は､法人につい
ては法人名､その他については代表者名を記入すること｡

養　成　課　程 事業の種別　　ア．新築　　イ．増築　　ウ．改築　　エ．改修

設置主体及び設置者名　

施　　　　　設　　　　　名 過去の国庫

事　業　区　分 看護教員養成講習会 　　 年度

都道府県名



別紙１－１－６

施　　設　　整　　備　　事　　業　　計　　画　　書

計画年度

補助年度 補助金額 補助面積

有 年度 千円

年度 千円 （ ㎡）

無 年度 千円

年度 千円 （ ㎡）

１．整備事業計画等の概要

整 備 事 業 期 間 全　　　体　　　事　　　業 交付対象部門に係る当該年度予定事業

㎡ ㎡ ㎡

造 造 造

（ ） （ ） （ ）

人 人 人

ア．有 ）

イ．無

（ ㎡ ） × （ 円 ） × ＝ （ 千円 ）

（注）

都道府県名

0.50 0

（基準面積：実整備面積と交付要綱の基準面積とを比較して低い方の面積）

課　　　　　　　　　　　　　　　　　　程 学　　　　　　生　　　　　　定　　　　　　員

課 程 名 指 定 年 月 日 現 状

・学生定員欄の（　）内は一学年定員を記入のこと。

養 成 課 程
及 び 学 生 定 員

他 職 種 養 成
課 程 の 有 無

交 付 額

（基準面積） （実単価と交付要綱の基準単価を比較して低い方の額）

単価

共用部門（職種名

整備による増減 完 成 後

年　　月　　日

校　舎
年度

延 面 積

養　成　課　程 事業の種別　　ア．新築　　イ．増築　　ウ．改築　　エ．移転新築

着工　平成　　年　　月　～　竣工　平成　　年　　月 着工　平成　　年　　月　～　竣工　平成　　年　　月

構 造 の 種 類
及 び 延 面 積

区　分
現 状 整 備 計 画 完 成 後

建築年度及び構造 延 面 積 構 造 延 面 積 構 造

所　　　　　在　　　　　地 寄 宿 舎

校　　　舎

補助の有無

開　　　　　設　　　　　者

施　　　　　設　　　　　名 過去の国庫

事　業　区　分 歯科衛生士養成所施設整備事業 　　 年度



別紙２ 
 

番     号 
年  月  日 

 
 
厚生労働大臣 殿 

 
 

都道府県知事   印 
 
 
 
 

平成  年度地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業） 
の交付対象事業の遂行状況報告書について 

 
 
 標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）第１２条の規定により、別表のとおり報告する。 
 
 



別紙２（別表）

（都道府県名）

交 付 金 12月末日まで 3月末日まで

事業区分 施設の名称 設置主体 充 当 額 繰越見込高 繰越見込額 備　　考

の 出 来 高 の出来高見込

(A) (B) (C) (D)=100-(C) (E)=(A×D)

円 ％ ％ ％ 円

合　　　　計

　１　「事業区分」欄には、別表１の第２欄に掲げる事業区分を記載すること。

地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）による施設の工事遂行状況報告



別紙３ 
 

番     号 
年  月  日 

 
 
厚生労働大臣 殿 

 
 

都道府県知事   印 
 
 
 

平成  年度地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業） 
の事業実績報告について 

 
 
 平成  年  月  日厚生労働省発医政第   号をもって交付決定を受けた

地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）に係る事業実績について

は、次の関係書類を添えて報告する。 
 
 
  １ 精 算 額             金       円 
  ２ 地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）精算額

算出内訳 別紙３－１のとおり 
３ 添付書類 
  ・交付対象事業完成後の建物の全景及び概要を示す写真 
  ・建築基準法第７条第５項の規定による竣工検査書の写し 
  ・都道府県の歳入歳出決算書（見込書）抄本 
  ・その他参考となるべき資料 

 
 



別紙３－１

（都道府県名）

事業
番号

事業名  (Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)
(E)×(F)
　／1,000=(G)

　　　 (Ｈ) 　　　 (Ｉ) (G)－(I)＝(J)

円 円 円 円 円 千円 千円 千円 千円

　

（作成要領）

　１　「事業区分」欄には、別表第１の第１欄に掲げる事業区分を記載すること。

　２　「選定額」(C)欄には、別表第１の第２欄に定める基準額(A)と別表第１の第３欄に掲げる対象経費の支出予定額(B)を比較して少ない方の額を記入すること。

　３　「交付基礎額」(E)欄には、選定額(C)と総事業費から寄付金その他収入額を控除した額(D)を比較して少ない方の額を記入すること。

　４　「新規・継続の別」欄には、次に該当するものを記載すること。

　　　　・当該年度に新たに行う事業→「新規」　　・前年度において国庫補助金を受け、当該年度においても継続整備される事業→「継続」

合　　計

交　付　額 交付決定額
交 付 金
受入済額

差引過△
不 足 額

新規・
継続の
別

交付率 備　　　考

地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）交付対象事業の精算額算出内訳に関する調書

事業区分 施設の名称
別表第1の第2
欄に定める基
準額

別表1の第3欄
に掲げる対象
経費の支出予
定額

選　定　額

総事業費から
寄付金その他
収入額を控除
した額

交付基礎額



別紙４ 
 

番     号 
年  月  日 

 
 
厚生労働大臣 殿 

 
 

都道府県知事   印 
 
 
 
 

平成  年度地域自主戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業） 
の年度終了実績報告について 

 
 
 
 標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）第１４条後段の規定により、別表のとおり報告する。 
 
 
 



別紙４（別表）

（都道府県名）

事　業　費 交  付  金 事業費支払 交付金受入額 事　業　費 交付金額 着手年月日 完了予定

交付決定額 実績見込額 年 月 日

事業
番号

事業名
円 円 円 円 円 円

　

（作成要領）

　１　「事業区分」欄には、別表第１の第１欄に掲げる事業区分を記載すること。

備　　　考

合　　計

交付決定の内容 年度内遂行実績 翌年度繰越額 事業実施期間

事業区分 施設の名称



別紙５ 
 

番     号 
年  月  日 

 
 
厚生労働大臣  殿 

 
 

都道府県知事   印 
 
 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 
 
 平成  年  月  日厚生労働省発医政第   号で交付決定を受けた地域自主

戦略交付金（医療提供体制施設整備に関する事業）に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額については、下記のとおり報告する。 
 

記 
 
 １ 事業区分及び施設の名称 
 
 ２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 
金        円 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（要返納相当額） 
                          金        円 

 ４ 添付書類 
   ３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等 
 
 
  
 


